
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■子育て家庭が安心できる子育て環境の構築 

・公立幼稚園９園・保育園８園（幼児園５園含）、法人立保育園９園、小規模保育７園、家庭的保育１園 
・待機児童数１３人（令和３年４月・前年度５５人） 
・低年齢児からの保育ニーズ増加（保育園：定員超過） 
・無償化の影響等を受けて幼稚園ニーズは減少傾向（幼稚園：定員割れ） 
・多様化する就労形態に対応する受け皿確保 
・国制度に準じた対応（認定こども園化等） 
・公立園舎の老朽化対応 

■多様な幼児教育・保育サービスの拡充 

・多様化する教育・保育ニーズへの対応（土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用ニーズ） 
 （不定期の就労等での一時預かり事業の利用ニーズ、延長保育事業の利用ニーズ） 
・低年齢児からの保育ニーズの高まり 
・短時間労働者の増加による保育ニーズの高まり 

■質の高い保育・教育の確保 

・保育士不足 
・「すくすく育つ りっとう子 保育教育全体計画」に基づいた教育・保育の推進 
・特色のある法人立園への希望 
・配慮を必要とする子どもの増加 
・公立園と法人立園の連携 
・保護者とのつながり・連携 
・集団活動や異年齢交流、地域子育て支援の場としての園の重要性 

就学前教育・保育におけるこれまでの経緯 

 
乳幼児保育総合システムの構築 

（「幼児園」運営開始） 

H15年度 

 
栗東市の就学前保育における

民間活力活用の基本計画策定 

H20 H21 

 

すくすく育つりっとう子保
育教育課程の作成 
→R2.3 に後継計画として 

すくすく育つりっとう子保
育教育全体計画を策定 

H26 R2 

 
栗東市子ども・子育て

支援事業計画策定 

 

子ども・子育て支援新制度

のスタート（地域型保育給

付の制度化等） 

 「認定こども園」制度開始 

H18 

栗
東
市 

国  

新子育て安心プラン 

（R3～6 で約14 万人分

の保育の受け皿を整備） 

 

子育て安心プラン 

（M 字カーブ解消のため、女

性の就業率 80%に対応でき

る受け皿整備） 

対象年齢（0～5 歳）人口と市内施設の利用者
数の比較 

幼稚園の利用者（1号認定者）数は減少しているが、保

育園の利用者（2号認定者、３号認定者）数は増加して

おり、保育園における定員超過（待機児童の発生）が起

こり、また幼稚園の定員割れが生じている。 

対象年齢（0～5歳）人口における施設別利用率 

市内の幼稚園の利用率は平成29年以降減少傾向にある

一方で、市内の保育園の利用率（法人立を含む）は、増

加しており、全国的な傾向と同様に推移している。 

教員・保育士数の推移 

幼稚園教員数は平成30年に減少し、以降横ばい。 

保育士数は法人立保育園、小規模保育園の新設等に伴

い増加している。 

資料：幼児課 ※園児は市内居住者のみ 

（幼稚園：各年 5月 1 日、保育園：各年 4月 1 日） 

本市の児童数・事業量の推計 

本市の就学前教育・保育の現状 

就学前教育・保育にかかる現状と課題 

R1 H27 

保育園の利用率：０～5歳までの総人口に対する保育園利用者数 

幼稚園の利用率：３～5歳までの総人口に対する幼稚園利用者数 

本市では、多様化する保育ニーズや地域の子育て支援に対応していくため、平成 15年度より保育園と

幼稚園のカリキュラムを一本化した乳幼児保育総合システムを構築し、幼児園の設置などにより混合保育

を実施し、また併せて、幼稚園の3歳児保育や預かり保育などを実施してきました。 

その後、国において、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進めていく

ために「子ども・子育て支援新制度」がつくられ、必要とするすべての家庭が利用でき、子どもたちがよ

り豊かに育っていける支援を目指し、取組が進められるようになってきました。 

これらのことから、本市のこれまでの取組や関連する各種計画・調査、国・県の動向も踏まえ、小学校

区ごとの保育ニーズを把握するとともに、就学前の一貫した保育・教育を目指してきた本市の特性を生か

しつつ、就学前教育・保育の規模や配置のあり方などを検討・整理していく必要があります。 
 

栗東市就学前教育・保育施設について                                                    

実績の推移の傾向と同様に、引き続き 1 号認定については事業量の減少が見込まれる一方、2 号、3 号認定については

一定量の増加が見込まれる。 
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1号定員：1.645人

1号定員：1.470人※

※令和 5年閉園予定の大宝幼稚園分園定員を除く 
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2号、3号定員：2,064人※

※令和 4年開園予定の認可保育園定員を含む 

※事業量推計については令和 3 年度の利用率実績をもとに、栗東市第 2 期子ども・子育て支援事業計画に準じて利用率を設定し、過

去 5年の男女別 1歳階級別住民基本台帳人口の推移をもとにコーホート変化率法により推計した児童数に乗じて推計している。 

子ども青少年局 幼児施設課 資料２－３ 

（令和 3 年度 第 1 回子ども・子育て会議 R3.6.15) 
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■参考資料                                                                 

市内就学前教育・保育施設の位置図 本市の 0～9歳人口の社人研（国立社会保障・人口問題研究所）推計 

資料：日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計） 

※平成 27 年は国勢調査による実績値 

 

公立施設の老朽化等の状況 
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■各小学校区の公立施設設置状況  

※令和 3年 6 月現在 

※幼児園の建築年数は幼稚園・保育園舎に分けて記載 
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公立施設の建築年数
（年）

※（ ）は幼児園として一体的に運営 

 

小学校区 公立幼稚園 公立幼児園 公立保育園

金勝 （金勝幼稚園） 金勝第1幼児園
（金勝第1保育園）

金勝第2保育園

葉山 （葉山幼稚園） 葉山幼児園 （葉山保育園）

葉山東 （葉山東幼稚園） 葉山東幼児園 （葉山東保育園）

治田 治田幼稚園 - 治田保育園

治田東 （治田東幼稚園） 治田東幼児園 （治田東保育園）

治田西 （治田西幼稚園） 治田西幼児園 （治田西保育園）

大宝

大宝東

大宝西 大宝西幼稚園 - 大宝西保育園

大宝幼稚園

大宝幼稚園分園
- -

認可保育園 

小規模保育園 

家庭的保育 


